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要 約 

東日本大震災では避難拠点ともなる学校体育館での非構造部材、特に天井落下被害によ

り、人的被害や全面的な機能低下につながった。Ｅ－ディフェンスを用いての実大体育館

の振動台実験から、天井脱落被害軽減技術の対策・提案のひとつとして屋根面の応答性状

を明らかにする。実験結果より、梁間方向、上下方向の絶対最大加速度は軒側で小さく、

棟側に近づくに従い大きくなる傾向がある。また屋根面中央部との相関係数においては低

い入力レベル時よりも高い入力レベル時のほうが低下することが分かった。 
 

キーワード： 鉄骨造体育館、Ｅ－ディフェンス、屋根面応答、実大振動実験 

 

 

1.はじめに 

大地震発生時の地域の避難拠点ともなる学校体育館等の大規模建築物には、災害発生後も避難拠点と

して使用可能であり、余震にも耐えうる施設であることが求められている。しかし、本震に加え震度6弱

以上の余震が多数回発生した東日本大震災では、学校体育館等の柱脚の損傷やブレース材の破断など構

造部材の被害、および天井材等の非構造部材や設備機器の落下被害等により、地震後の避難拠点として

の機能を満たさない事例が報告されている1)。天井による落下被害においては死傷者の発生も報告され

ており、人命保護の観点から、あってはならない事象であるため最優先で対策されるべき課題である2)。 

これに対し近年では体育館を対象とした研究3)-6)や天井を対象とした研究7)-9)も精力的に行われている。

しかし天井脱落被害の実態は複雑であり、天井脱落のメカニズムはいまだ明らかにされていない。また、

天井に作用する荷重を評価するためには地震時における屋根面の挙動を詳細に分析する必要がある。し

かし体育館の実大実験による研究はほとんど行われていないうえ、大空間構造の屋根面の応答特性を把

握・評価・反映するにはいたっていない。 
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防災科学技術研究所による「学校施設における大空間建築物の実験研究プロジェクト」では学校施設

の体育館をモデル化した大規模空間を有する試験体の加振実験を行った。屋根は水平だけでなく上下に

も空間的に複雑な連成をしながら変形することから、本報ではＥ－ディフェンスを用いた大規模空間吊

り天井の体育館において、加振波K-NET仙台波入力時における屋根面の応答性状の把握を目的とす

る。 
 

2.実験概要 

 

2.1 試験体概要 

学校施設における大空間建築物の実験研究より平成 25 年度の実験では、鉄骨造試験体を用いた。Ｅ－

ディフェンス加振実験において、震動台を大きくはみ出した実大試験体である。試験体写真を図 1 に、

試験体の主な仕様を表 1、地震時保有水平耐力の照査を表 2 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 実大体育館試験体11) 

 

表 1 建物試験体の主な仕様 11)         表 2 地震時保有水平耐力の照査 11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試験体の平面寸法はＥ－ディフェンス震動台(15m×20m)を大きく超える 18.6m×30m とした。これは

東北太平洋沖地震における被害の調査分析 10)より天井の全面脱落被害はスパン 20m 以上の体育館で発

生していることに起因し 20m に近い寸法とした。 
試験体の屋根は、既存の体育館で採用例の多い山形屋根とした。ライズスパン比は東日本大震災にお
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ける被害との関連の分析結果より0.15とし、屋根勾配を10:3とした。試験体の高さは最も高いところで

9.09mである11)。 

試験体内部には吊り天井を設置し、吊り天井の動きが外部から確認しやすいよう、屋根と外壁材は省

略した。ただし、屋根材の質量分については振動特性に与える影響が大きいことから、これと等価な質

量を持つ鋼板(1m×1m×64mm)を大梁の上に60枚(以下、これを屋根錘とする)設置し、試験体の応答が

実際の体育館の挙動を再現できるように調整した。 

 

2.2 加速度計測計画 

 屋根面加速度計測計画を図2に示す。前述したように屋根面は勾配を有するが、加速度計は水平に設

置してある。また、Y1～Y4部分を北側、Y4～Y7部分を南側とする。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 屋根面加速度計測計画12) 

 

 屋根面の応答性状を検討するにあたり、屋根面に設置した錘の鋼板が母屋材等に接触し衝撃を与える

等による高周波数成分を取り除くため屋根面加速度データにはローパスフィルター(Low Pass Filter,LPF)

をかける。天井面で計測された加速度応答データに対して検証した結果、主要な加速度応答を取り除か

ずに不要なノイズを取り除くLPFの値として100Hzが最適であると判断した12)。よって3章での検討は

LPFをかけた屋根面加速度応答について検討を行っている。 
 

2.3 加振計画 
 表3に本報で用いた加振計画を示す。 

表3 加振計画12) 

 

 

 

 

 

加振実験では加振波として2011年東北地方太平洋沖地震において防災科学研究所の強震観測網(K-

NET)の仙台観測点で観測された加速度記録(K-NET 仙台波)を用いた。入力方向は、梁間方向(X方向)に

NS成分、桁行方向(Y方向)にEW成分、上下方向(Z方向)にUD成分とした。震動台中央部で計測された3

方向の加速度波形を図3に、加速度応答スペクトルを図4に示す。それぞれ左側に入力レベル25%時、右

側に入力レベル100％時の波形を示す。実験においては加速度振幅を適切なレベルに縮小もしくは拡大
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して入力した。仙台波100％は、加振機の性能限界のため20HzのLPFでフィルター処理して入力した。 

図 3 の震動台中央部の加速度波形より、入力波の最大加速度を比較する。入力レベル 25％時では X 方

向で 3.74m/s2、Y 方向で 1.68m/s2、Z 方向で 0.76m/s2 であり、X 方向は Y 方向での 2.23 倍、Z 方向での

4.95 倍となる。入力レベル 100％時では X 方向で 12.2m/s2、Y 方向で 6.91m/s2、Z 方向で 3.42m/s2 であ

り、X 方向は Y 方向での 1.76 倍、Z 方向での 3.56 倍となる。 

図 4 の加速度応答スペクトル図より、X、Y、Z 方向について加速度スペクトル値の比較を行う。試験

体の固有周期は、3 軸同時入力によるランダム加振により得られた応答加速度の震動台上での入力加速

度に対する伝達関数から同定した。1 自由度系の伝達関数の理論式を最小二乗法によるフィッティング

により求めた固有周期は、梁間方向(X 方向)で 0.415 秒、桁行方向(Y 方向)で 0.358 秒、上下方向(Z 方向)

で 0.332 秒と推定される 12)。入力レベル 25％時での各々での固有周期時の加速度は、X 方向で 406.5cm/s2、

Y 方向で 282.9 cm/s2、Z 方向で 167.8 cm/s2 であり、X 方向の加速度は Y 方向での 1.44 倍、Z 方向での

2.42 倍となる。入力レベル 100％時では X 方向で 1600.8cm/s2、Y 方向で 1674.9cm/s2、Z 方向で 673.3cm/s2

であり、X 方向の加速度は Y 方向での 0.96 倍、Z 方向での 2.38 倍となる。 
 

 

 

 

 

 

(a) X 方向 

 

  

 

 

 

 

(b) Y 方向 

 

  

 

 

 

 

 (c) Z 方向 

図3 加速度波形(振動台中央部)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 加速度応答スペクトル(5％減衰) 
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3.屋根面の応答性状 

 

3.1 最大加速度 

 屋根面での計測位置におけるX、Y、Z方向の加速度の最大値をそれぞれ図5～図7に示す。いずれの

図も(a)に25％の結果、(b)に100％の結果である。なお平均最大加速度とは、各計測地点における絶対最

大加速度値の35地点の平均値のことである。 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図5 屋根面加速度X方向の最大値分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図6 屋根面加速度Y方向の最大値分布 
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(a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図7 屋根面加速度Z方向の最大値分布 

 

X 方向 25％の結果である図 5(a)では平均最大加速度 12.3m/s2 であり、RA30 の値のみ異常に高い数値

を示した。それを除いた部分では Y3 通りの値が比較的大きく、全体としてはやや軒側より棟側のほう

が大きな値を示す傾向にあった。100％の(b)では平均最大加速度 41.4m/s2 であり、一番高い値を示した

RA11 も含めた北側の棟側に近い Y3 通りで大きな値を示すものが多かった。反対に軒側の Y1 通り中央

部である RA15、RA22 では小さな最大加速度を示し、傾向としては棟側では大きな最大加速度で、軒側

では小さな最大加速度となることが分かった。図 5(a)、(b)を比較すると大きな値が現れた位置は異なる

が、軒側より棟側のほうが大きな値を示す傾向は共通した。 

Y 方向 25％の結果である図 6(a)では平均最大加速度 13.6m/s2であり、北側のほうが南側よりも全体的

に大きな値であった。RA30 で 37.5m/s2と一番大きな値を示し、頂部である Y4 通りよりも Y3 通りが大

きな値を示す傾向となった。100％の(b)では平均最大加速度 41.5m/s2であり、Y3 通りで大きな最大加速

度、Y7 通りで小さな最大加速度となった。X4 通りについては軒側より棟側のほうが大きな最大加速度

となっている。図 6(a)、(b)を比較すると RA32 は共通して大きな値をとり、RA13、RA21 は共通して小

さな値をとった。Y5 通りより Y3 通りの値の方が若干大きいのは共通だが、屋根面全体としての性状は

あまり類似していない。 

Z 方向 25％の結果である図 7(a)では平均最大加速度 10.1m/s2であり、RA34、RA02 で大きな最大加速

度となった。Y3 通りの値は大きく Y1、Y7 通りの値は小さいことから軒側より棟側の最大加速度が大

きくなる傾向となった。100％の(b)では平均最大加速度 31.7m/s2であり、X,Y 方向同様に Y3 通りで大き

な最大加速度となり、Y1、Y7 通りの X3、X4、X5 通りで小さな値となった。図 7(a)、(b)を比較すると

Y1 通り、Y7 通りが小さい値であり軒側より棟側のほうが大きな値を示す傾向は共通した。 

図 5～図 7 より、X 方向と Z 方向の加速度は軒側である Y1、Y7 通りで小さく、棟側である Y4 通り

に近づくに従い大きくなる傾向が確認された。 

本節では各点の波形の最大値による比較を行った。次節ではより詳しく比較をするために、波形の相

関関係を相関係数の比較から求め、理解を深める。 
 

3.2 相関係数 

 屋根面の加速度波形において中央RA18(図2参照)を基準として求めた各々の計測位置におけるX、Y、

Z方向の相関係数をそれぞれ図8～図10に示す。いずれの図も(a)に25％の結果、(b)に100％の結果である。 
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 (a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図8 屋根面加速度X方向の相関係数分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図9 屋根面加速度Y方向の相関係数分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 入力レベル25％                (b) 入力レベル100％ 

図10 屋根面加速度Z方向の相関係数分布 
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 X 方向 25％の結果である図 8(a)では基準である RA18 を含む X4 通りの相関係数の値が高い。特に相

関の高かった RA19 と基準となる RA18 の波形の重ね合わせを図 11(a)に示す。上段には全体波形、下段

には 2 番目のピーク付近 5 秒間を拡大して示したものとする。また、RA18 と同じ頂部であっても妻面

である X1、X7 通りの RA03、RA33 は相関係数の値が他に比べて低い値となっている。X2～X6 通りは

棟側が高く、軒側が低い傾向であるのに対し、X1 と X7 通りでは逆の棟側が低く軒側が高い傾向であっ

た。100％の(b)では X4 通りで高い値を示した。特に相関の低かった RA03 と基準となる RA18 の波形の

重ね合わせを図 11(b)に示す。図中の構成は(a)と同様である。X4 通り以外は Y4 通りの棟側が小さく、

Y1、Y7 通りの軒側に近づくに従い大きくなる傾向がある。図 8(a)、(b)を比較すると他の位置と比べて

相関係数の高い値が X4 通りに集中するのは共通であり、X4 通りから遠い X1、X7 にいくほど相関係数

の値が低くなることが分かった。 

 Y方向 25％の結果である図 9(a)では一貫した傾向は見られず、相関係数が高いのは南側であるRA13、

RA19、RA26 であった。RA13 と基準となる RA18 の波形の重ね合わせを図 12(a)に示す。他の位置と比

べて低い値を示した RA08、RA06、RA30 は RA18 と等間隔の位置であった。100％の(b)では全体的に相

関係数が低く、棟側が高く軒側が低い傾向であった。特に相関の低い RA27 と RA18 の波形の重ね合わ

せを図 12(b)に示す。図 9(a)、(b)を比較し共通することは RA13 と RA26 が他の位置と比べて高い値を示

すことであった。 

 Z 方向 25％の結果である図 10(a)において、他の地点と比べて最も相関係数の高い値を示した RA19 と

基準となる RA18 の波形の重ね合わせを図 13(a)に、他の地点と比べて最も相関係数の低い値を示した

RA35 と RA18 の波形の重ね合わせを図 13(b)に示す。図 13(b)のグラフからは RA35 と RA18 の波形は逆

位相になっていることが分かる。図 10(a)より屋根面全体の傾向として Y4 通りの棟側が高く、Y1、Y7

通りの軒側に近づくに従い小さくなることが分かった。また、RA18 を含む X4 通りが他の通りに比べ高

い値を示し、妻面の X1、X7 通りに近づくに従い小さくなる傾向であった。100％の(b)でも(a)と同様の

傾向が見られた。(a)と比べても全体的に相関係数が低いことがわかる。図 10(a)、(b)を比較すると RA11、

RA17、RA19 が共通して同じ入力レベル時の他の地点と比べて高く、RA31、RA35 が共通して同じ入力

レベル時の他の地点と比べて低かった。屋根面全体としての傾向も類似していた。 

 図 8～図 10 より 25％時よりも 100％時のほうが相関係数の値は低下することが分かった。これは周辺

の水平ブレースによる塑性化の影響であると思われる。このことについては今後検討のうえ、理解を深

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(a)相関の高い波形               (b)相関の低い波形 

図11 X方向での加速度波形重ね合わせ 

 

 

 

 

 

相関係数 0.96 (25%) 

拡大 
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相関係数 0.20 (100%) 
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(a)相関の高い波形               (b)相関の低い波形 

図12 Y方向での加速度波形重ね合わせ 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)相関の高い波形               (b)相関の低い波形 

図13 Z方向での加速度波形重ね合わせ 

 

4.まとめ 

Ｅ－ディフェンスを用いた大規模空間吊り天井の体育館において、加振波K-NET仙台波入力時におけ

る屋根面の応答性状を、計測位置における最大加速度と屋根面中央部の加速度波形との相関係数それぞ

れの比較により明らかにした。以下に知見を示す。 

(1)梁間方向(X 方向)と上下方向(Z 方向)の加速度は軒側である Y1、Y7 通りで小さく、棟側である Y4 通

りに近づくに従い大きくなる傾向がある。 

(2)屋根面中央部の RA18 と各々の計測位置における加速度波形の相関係数の値は 25％時よりも 100％時

のほうが低下することが分かった。上下方向(Z 方向)においては入力レベルが 25％、100％で異なって

いても相関係数分布の傾向は類似していた。 
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